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講演 3
「不正な財務報告と財務諸表監査
― 山一監査責任を巡る 10 年を振り返って」
公認会計士　伊　藤　　　醇
○伊藤　　こんにちは。山一證券の経営が破綻したのは平成 9 年でございますので、既に 20 年
近く前になります。当時、山一が存在した頃は 4 大証券といわれておりまして、野村、大和、日
興証券の次に山一という状況の証券会社でした。それが、平成 9 年 11 月 22 日に突然営業を休止
すると日経新聞で報道されました。その日の朝 5 時頃、私の家の電話が突然鳴りまして、山一證
券の役員から、本日、営業を休止することが新聞報道されると連絡がありました。営業を休止す





9000 人ぐらいの社員が一度に生活の糧を失うという状況になりました。たまたま平成 9 年は、





　今日はシート 2 の「目次」に記載した 6 点についてご説明申し上げます。






訴訟関係について 5 番目に説明したいと思います。最後に、10 年間、この問題で争いましたので、
それについての私の感想を述べたいと考えております。














































金証書を担保として渡すという事件が起きました。報道されただけでも、4 つの銀行が 1 兆 2000
億円の架空預金証書を発行していた。今では全く考えられないような金融業界の背任行為が行わ
れていた時代です。
　不動産に対する融資規制等で流れるお金が減った結果、3 万 8000 円の株価が平成 4 年 3 月に
は半分に急落しました。土地は絶対に下がらないという神話が崩れました。世の中がひっくり返
ったような状況がここで起きてきたわけです。
　損失補填がやはり元凶になっているということで、政府は、平成 3 年 10 月に証券取引法を改







































































　監査概要書に書くということは平成 4 年 3 月期から始めたのですが、平成 4 年 1 月から法律が








まで、あるいは山一證券が破綻する直前まで、つまり、平成 4 年 3 月から 9 年 3 月までの 6 年間
の決算で山一證券が利益を上げたのは 2 期だけです。利益を上げた金額は 361 億円、損失を計上
したのは 4 期ありまして、3000 億円の損失を出しました。特に 9 年 3 月期は 1600 億円の損失を
出しました。
　世間では 4 大証券の 1 社だという認識は強かったのですが、監査人としては、業績が悪いうえ
に帳簿の中に時価と乖離した取引があったため、非常に緊張感をもって監査していました。
　平成 9 年 3 月期の多額な赤字決算があり、平成 9 年 11 月 22 日に突然営業を休止しました。そ
して、経営が破綻して、粉飾決算があるということがはっきりして、以降平成 20 年まで監査責
任を追及されました。



























































































11 月ですが、ちょうど 1 年ぐらいたってから審査の通知が来ました。平成 10 年 11 月 19 日から
開始しました。最終的な面談を受けたのが翌年の 6月 28 日でした。6月 28 日に最終面談を受け、
6 月 30 日に最終の回答書を提出して終わりました。



























































11 年 12 月に訴えられて、15 年 11 月まで 22 回、東京地裁に通いました。4 年間ですけれども、
























　60 億円の 10％は 6 億円になります。ですから、非常に抵抗がありましたけれども、最終的に









　株主からも訴訟を受けました。6 件、合計で 4 億の損害賠償請求訴訟を受けて、監査に過失が






































































和 38 年から山一の監査に従事しまして、昭和 39 年に東京オリンピックがありました。新幹線が
開通して、東名高速道路もできました。しかし、オリンピックの翌年は開催国の景気がだめに
なると言われるように、日本も昭和 40 年に証券不況が起きました。昭和 39 年の当時、山一證券




























































































































































































































































































































山 一 證 券
監査人
山一土地建物
現先市場
山一證券の隠蔽の構図 (その３)
残高確認・
同回答書受領
隠蔽工作の結果、監査法人の監査可能な範囲
(隠蔽された部分を削除した構図)
12
運用状況報告書
(有価証券貸付料) 運用状況報告書
信託銀行 信託銀行
残高確認・
同回答書受領
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（２）その他にも徹底した隠蔽工作（監査妨害）がなされたこと
2. さらに、構築に関与した役員から「陳述書」を入手して証
拠として提出—以下はその抜粋
「仮に、信託銀行が作成する運用状況報告書から取引が発覚する
かもしれないという不安があればこのスキームは最初から実行され
ていません。そのため、山一と信託銀行との間で貸債の取引が分
かる書面はそもそも作成しないという合意ができていたと思います。
現に、私自身、「貸付債券残高明細表」、「貸付債券取引明細表」等
の国債が貸し付けられていることを示す資料を社内で見たことは一
切ありません」
13
3 山一が抱える損失を
何故把握できなかったか
「本件スキームについては外に漏れないように徹底した隠蔽工作を準備して
いました。この準備は、当初から強制調査権を持つ最も厳しい大蔵検査にも
耐えられるように、契約関係書類の作り方、管理の方法等全ての面で綿密に
行っていました」
「引き取った後は、率直に申し上げて、現場で、監査人に提出する資料と提出
しない資料とに担当者が仕分けして、会計士監査対策を徹底して行っていたと
理解しております」
「大蔵検査・会計士監査への対応として、特金（特定金銭信託）について聞か
れた場合に必ず納得させるための材料として「自己資本規制比率」に関する説
明を準備していました。実際、公認会計士監査では特金の維持理由を尋ねら
れた際に、この説明を行っています。この説明は一面の真実であり、巧妙で
あったと思います」
社運を賭して隠蔽工作を行う者の思慮深さが伺える陳述
14
3 山一が抱える損失を
何故把握できなかったか
シート 13
シート 14
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4 監査責任を追及する関係者への対応
• 役員の責任に関する調査を依頼された第三者委員会（弁護士
3名、公認会計士1名）は、監査人の責任に関しても有責性の
報告書を提出（平成10年10月）
• 信託銀行を取り込んだ隠蔽工作の存在を知らず、かつ、監査
調書を一枚も見ずに作成した報告書
• この報告書に対し、社長は、「監査法人を追及するようにお願
いしたつもりはない」と発言したことが報道（組織ぐるみで行っ
た隠蔽工作の当事者が監査責任の追及を依頼する筈がな
い）
15
（1）大蔵省金融企画局 公認会計士法に基づく「虚偽証明」
の有無に関する調査
（2）第三者委員会（法的責任判定委員会）
• 然し、監査責任追及のマスコミ報道が過熱し訴訟事件へ
• 報告書の有責性の根拠部分は、悉く裁判官によって否定
• 破産管財人・株主訴訟代理人の判断をも誤らせることになった
• 協会は、平成25年5月17日「不適切な会計処理に係る第三者
委員会への対応について」を発表
（3）公認会計士協会 協会会則に基づく調査
（4）破産管財人による60億円余の損害賠償請求訴訟
• 管財人は、必要な監査調書を謄写したにも拘らず、プレスリ
リースに見られる不可解な主張
「一度も特金の中身の実査を行わず、信託銀行の残高確認書だけで
実資産に裏付けられた資産であるとして～～～粉飾経理を見逃した」
16
4 監査責任を追及する関係者への対応
シート 15
シート 16
―65―
講
　
演
　
３
• 4年足らずの訴訟期間に3人目裁判長の「職権による和解
勧告」を受け入れ、和解金166百万円を負担して終結
• 4年間（平成11年12月14日提訴、15年11月19日終結）に22
回の法廷、弁護士打合せ129回、打合せのための資料作り
に多大な時間を費やし、損害賠償保険対象外のコスト負担
が膨大
• 「和解勧告」の場面で記憶に残る裁判官の発言
「この事件は、山一が訴えたのであれば、訴訟には成り得
ないが、管財人が訴えたのである。それでも、90%は否定で
きるが、100%問題がないとはいえない」という趣旨の発言
17
4 監査責任を追及する関係者への対応
• 管財人に損害を与えていないのに、何故、監査人に損害賠償
請求できるのか疑問を持ち続けた
この訴訟事件には間に合わなかったが、
（5）株主による6件・4億円余の損害賠償請求訴訟
• 監査に過失のないことを認めた最初の判決（請求額106百万円）
大阪地裁（第7民事部）平成17年2月24日
同志社大学川口泰弘教授の「粉飾決算会社による監査法人に対す
る責任追及の可否」と題する研究論文によって、米国では会社と管
財人は同一人格であり、したがって、管財人が原告としての適格を欠
くとの判例の紹介に接し納得が得られた（商事法務 2012.1.25掲載）。
18
4 監査責任を追及する関係者への対応
シート 17
シート 18
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•最も長引いたオンブズマン訴訟（大阪地裁第3民事部）
提訴 平成10年3月～8月（3件・請求額327百万円）
大阪地裁判決 同18年3月20日
大阪高裁判決 同19年5月25日
最高裁判決 同20年9月16日
•大阪における両裁判とも「損害額」の審議に入らずに判決日
が決められ、その時点で勝訴を確信
•東京地裁における2件は、監査内容に入る前に請求が棄却
株主訴訟では10年を費やしたが全て勝訴判決を得て終結
（負担した費用は1円も回復できないが、裁判官へ感謝の念）
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4 監査責任を追及する関係者への対応
5 損害賠償請求訴訟における
監査人の主張
（1）正当な注意を払った監査についての主張
公認会計士監査制度を裁判官に理解して貰うための主張
（184頁の「陳述書」を提出）
① 「監査基準設定の理由」
② 「二重責任の原則」 決算書類作成者と監査人の責任
はイコールではない
③ 「財務諸表監査の目的」 「不正摘発は監査の主目的
ではない」との協会の監査基準改訂案への意見書（平成
13年8月31日）
④ 「監査固有の限界」
20
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（特金契約の締結に際し、役員などが信託銀行へ出向いたこと
の証言、会計士監査を対象とする「対策資料」の存在など）
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5 損害賠償請求訴訟における
監査人の主張
⑤ 「監査責任を巡る米国の判例」—「市場の詐欺理論」
監査人が損害賠償請求を受けるか否かに関する米国の判例
⑥ 「監査契約・監査約款」—監査会社の協力義務の明示
⑦ 「監査妨害行為の存在」—平成13年11月以降、山一役員の
「刑事事件調書」及び「関連資料」を閲覧・謄写が可能
⑧ 「違法行為（監査基準委員会報告第11号）」
「行政機関の特別調査又は重要な指摘」の有無
「損失補填取引」「飛ばし」に関する大蔵省、監視委員会
による調査の都度問題ない旨の通知書等の存在
⑨ 監査契約当事者の監査人さえ、強制調査権を有しない
⑩ 監査人は取引先を調査する権限（反面調査権）もなく、
飽くまでも資料の提出を依頼することから始まること
• 監査実施時より責任追及時の方が不正摘発に関する規
制が強化されている状況下で、上記の主張を重ねて、
経営者による組織的な隠蔽工作や第三者作成の資料ま
でが事実に反した状況では、「監査の基準」に準拠した
監査を実施しても、不正に辿り着くことの難しさを裁判に
伝え、過失がないという判決に結びつく
22
5 損害賠償請求訴訟における
監査人の主張
シート 21
シート 22
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5 損害賠償請求訴訟における
監査人の主張
（2）証拠として採りあげられた監査調書
なぜ、発見できなかったかを念頭に過年度監査調書を見直す
• 原告が「特金勘定」・「顧客との取引」の監査に過失があること
を中心に主張したのでこれらの監査が裁判の争点
• 監査実施時の「監査実施準則」に基づき、監査人にとって「義
務となる監査手続」は何かを意識して「監査要点」との関連の
もとに実施した監査手続を詳細に「準備書面」に記述
• 争点となる監査項目に係るすべての監査調書を提出して、監
査調書一枚ごとに記載の意味を裁判官へ判り易く説明して必
要な監査手続を十分に実施したことを記述
• オン訴訟では提出証拠284件のうち監査調書が155件、うち判決
に採用された監査調書47件（手書きの監査調書が中心）
『監査計画書（平成4年3月期から9年3月期）』
『監査項目総括調書（法人営業部）』（監査結果の取りまとめ調書）
『特金勘定監査調書』
特金設定時の『稟議書コピー』（平成4年8月）
特金勘定の『監査手続書』（9年3月期）
『銀行確認書』及び証券業部会決定により入手した 『陳述書』
『質問書及び回答書』（平成3年9月中間期）
顧客の運用損益の帰属の判断に際し『質問書』を交付し、『回答書』
及び山一が大蔵省へ提出した『報告書コピー』を受領したもの
監査人の判断過程を立証できた
24
5 損害賠償請求訴訟における
監査人の主張
シート 23
シート 24
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（3 ）裁判官が実施した調査手続と判決
① 「特金口座の監査」に関して、信託銀行2行に対して、信託
財産にかかる「運用状況報告書」の内容から 「貸付債券残
高」が存在することを読み取れるか否かを中心に質問書を
送付
信託銀行の回答を踏まえて判決では、
「貸債が行われていることを予見することは不可能と認める」
「信託銀行作成の運用状況報告書に、殊更に実態と異なる
運用状況が記載されていることは通常想定し難く～～～ 」
との判決理由に結びつく
25
5 損害賠償請求訴訟における
監査人の主張
② 「営業特金等の監査」に関して、損失補填が報道された証券
会社7社に対して、顧客の損益が会計帳簿に記録されていた
か否か、監査が可能であったか否かなどを中心に質問書を
送付
証券会社からの回答を踏まえて判決では、
「顧客の損益状況を山一證券が把握することができる資料は、
当時存在しなかったものと認められ～～～」
「顧客の営業特金における損益が山一証券の損益に影響を及
ぼすことは原則としてなく～～～ 」との判決理由に結びつく
26
5 損害賠償請求訴訟における
監査人の主張
シート 25
シート 26
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判決では、上記の2項目を含む監査の過失と主張する7項目
（「監査計画」 、「監査体制」、 「営業特金等の監査」、「特金
口座の監査」、 「現先取引の監査」、 「関連当事者取引の監
査」及び 「海外の現地法人に対する監査」）に対して裁判官
の判断を逐一示したうえ、監査に過失がないことを認め、原
告の請求を棄却
27
5 損害賠償請求訴訟における
監査人の主張
シート 27
6 結び 今後の会計士監査に寄せて
① 弁護士からどんな裁判でも無過失を立証することの難しさを
教えられていたが、監査責任に関しては、監査調書が充実し
ていれば、立証が不可能ではないこと
（監査調書は強力な武器、貴重な財産）
② 勝訴するためには、最後まで絶対に諦めないこと
（精神面、誤ったマスコミ報道の氾濫、裁判官への影響など）
③ 自らの主張を述べる書面（準備書面）の作成に監査責任者
が直接深く関与すること（弁護士は監査の専門家ではない）
④ 監査の実施から数年を経て監査責任が問題にされるので、
日常の監査の充実を図ること（監査調書は「遺書」との教え）
28
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⑤ 損害賠償請求訴訟を受けた立場から協会への期待
• 会員に対する「指導・監督」よりも、監査制度そのものの
健全な維持・発展のための施策を優先させることが必要
• 特に、監査人に対する損害賠償請求訴訟の勝訴、敗訴
の実態を調査し、監査人が勝訴した場合、弁護士費用を
原告に請求できる制度（敗訴者負担制度）の実現に取り
組み、監査人が長期の裁判に耐え得る環境を確立する
• 独立性、専門性を有する公認会計士が社外監査役に就
任し、監査役会と監査人の協同作業による不正防止制度
確立への取り組み
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6 結び 今後の会計士監査に寄せて
• 第三者を利用した監査妨害行為の実態（隠蔽工作への
協力者、協力内容など）を積極的に社会に発表すること
によって、監査責任を一方的に追及する風潮から監査人
を防禦する
（判決文は誰でも閲覧可能、隠蔽工作への金融機関の協
力は前代未聞のこと）
• 監査責任に関する海外の裁判事例を法学者等と共同研
究し、監査責任の限定（管財人からの訴訟除外）を法制
化することへの取り組み
• 証券取引所による粉飾決算会社に対する上場廃止基準
の厳格な適用を要請
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参考図書
• 「飛ばし」 日本企業と外資系金融の共謀（第1章、第2章）
光文社新書 田中周紀著
• 「命燃やして」 山一監査責任を巡る10年の軌跡
東洋出版 拙著
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